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まえがき 

 

 

 この年報は、貝塚市の消防現況及び令和元年中を主とした消防業務に関する諸般の状況を

収録し、今後の消防行政の参考に資するとともに、消防事情を紹介するために編集したもの

です｡ 

 なお、この資料は、令和元年１２月末日現在を基に作成し、統計は暦年（平成３１年１月

１日から令和元年１２月３１日）で表し、予算については会計年度（平成３１年４月１日か

ら令和２年３月３１日）により作成したものです。 
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市域面積：43.93 ㎢ 
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消防本部の沿革 

 

 年    月 概          要 

昭和２０年 ６月 

昭和２１年 ９月 

昭和２３年 ２月 

昭和２３年 ３月 

 

 

昭和２３年 ９月 

昭和２４年 １月 

昭和２４年 ３月 

昭和２５年１２月 

昭和２６年 ４月 

昭和２８年１１月 

昭和２９年 ４月 

昭和３３年 ３月 

昭和３５年 １月 

昭和３８年１０月 

昭和３９年 ３月 

昭和３９年 ４月 

昭和３９年 ８月 

昭和４１年 １月 

昭和４１年 ７月 

昭和４２年 ６月 

昭和４４年１０月 

昭和４５年 ４月 

昭和４８年 ４月 

昭和４９年 ５月 

昭和５０年 ３月 

昭和５１年 ３月 

昭和５１年１０月 

昭和５２年 ４月 

昭和５２年 ５月 

昭和５２年 ７月 

昭和５３年 ４月 

昭和５４年 ４月 

昭和５４年 ９月 

昭和５５年１２月 

 

特別消防署規程により官設貝塚出張所開設（貝塚市海塚３２３） 

官設三ツ松出張所開設（木島小学校隣接） 

貝塚市消防署開設（貝塚市海塚３２３） 

消防組織法(昭和２２年法律第２２６号)の施行により、貝塚市消防本 

部、消防署（定数４０人）発足、（１本部１署１出張所実数２４人、 

本部（署） 貝塚市海塚３２４、三ツ松出張所 木島小学校隣接） 

貝塚市危険物品保安協会創立 

消防出初式を籠池（脇浜）にて開始 

三ツ松出張所廃止、水間出張所開設（水間寺前） 

大阪府知事より感謝状を受章（ジェーン台風襲来時の活動功績） 

消防本部（署）庁舎竣工、（貝塚市海塚３２８） 

大阪府知事より表彰状を受章（台風１３号襲来時の活動功績） 

消防職員定数４２人に条例改正 

国家消防本部長より消防本部、消防団に竿頭綬を受章 

消防職員定数４１人に条例改正 

救急業務を開始（本署配置） 

消防庁長官より消防本部（署）に表彰旗を受章 

消防職員定数４３人に条例改正 

水間出張所庁舎竣工（貝塚市三ツ松７５０-８） 

消防出初式を現市役所前に移行し実施 

消防職員定数４５人に条例改正 

消防庁長官より表彰状を受章（南海電鉄車両転覆事故時の活動功績） 

消防職員定数４４人に条例改正 

消防職員定数４５人に条例改正 

消防職員定数４８人に条例改正 

消防本部に課制実施、２課（総務課、警防課） 

消防本部（署）庁舎竣工、事務開始（貝塚市鳥羽１２２-１） 

大阪府知事より貝塚市危険物品保安協会に褒章を受章 

内閣総理大臣より貝塚市危険物品保安協会に紺綬褒状を受章 

消防職員定数５０名に条例改正 

貝塚市危険物品保安協会を貝塚市火災予防協会に改称 

消防庁長官より貝塚市火災予防協会が国民の安全の日にあたり表彰状を受章 

本部機構を改革、予防課を新設３課制（総務課、警備課、予防課） 

消防職員定数５２名に条例改正 

内閣総理大臣より貝塚市火災予防協会に紺綬褒状を受章 

貝塚市幼少年婦人防火委員会、貝塚市少年消防クラブ、貝塚婦人防火クラブ、 

貝塚婦人消防隊発足 
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昭和５７年１０月 

昭和５９年 ９月 

昭和６１年 ３月 

平成 元年 ４月 

平成 ２年 ３月 

平成 ２年 ４月 

平成 ２年 ８月 

平成 ３年 ４月 

平成 ５年 ４月 

平成 ５年 ９月 

平成 ６年 ５月 

平成 ６年 ９月 

 

平成 ７年 １月 

平成 ７年  ５月 

平成 ８年  １月 

平成  ８年１０月 

平成１０年１０月 

平成１１年１０月 

 

平成１２年  ３月 

 

平成１３年  ３月 

 

平成１４年  ４月 

平成１５年１０月 

 

平成１８年  ３月 

平成１８年  ３月 

平成１８年  ４月 

平成１８年  ９月 

平成１９年  ９月 

平成２０年１１月 

平成２１年  ２月 

平成２１年１０月 

 

平成２１年１０月 

平成２２年  ９月 

平成２３年  ３月 

消防職員定数５４名に条例改正 

貝塚市幼年消防クラブ発足 

消防庁長官より貝塚市少年消防クラブに表彰状を受章 

消防職員定数５９名に条例改正 

近畿自動車道岸和田以南の供用開始により水間出張所に救急隊を新設 

消防職員定数６８名に条例改正 

二色出張所庁舎竣工（貝塚市二色２-２-１） 

消防職員定数７４名に条例改正 

消防職員定数８１名に条例改正 

貝塚市自治体消防発足４５周年記念式典並びに消防フェアを開催 

貝塚市少年婦人防火委員会を貝塚市幼少年婦人防火委員会に改称 

水槽付消防ポンプ自動車（水１－Ａ型）日本損害保険協会より寄贈される 

                      （本署に同年１０月配置） 

兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災）に応援出動 

消防庁長官より阪神・淡路大震災における消防応援活動の功労により感謝状を受章 

高規格救急車運用開始（本署配置） 

消防職員委員会設置 

貝塚市自治体消防発足５０周年記念式典並びに消防フェアを開催 

貝塚市自治体消防発足５０周年記念事業の一環として、職員の手作りによる 

ミニ消防自動車及び火災・救急件数等掲示板を製作・完成 

高規格救急自動車、大阪府モーターボート競走会より寄贈される 

                    （二色出張所に同年４月配置） 

救急自動車（２Ｂ型） 全国共済農業協同組合連合会大阪府本部より 

寄贈される（水間出張所に同年４月配置） 

水難救助隊発足 

水間出張所に高規格救急自動車を導入する（緊急消防援助隊登録） 

                   （水間出張所に同年１０月配置） 

高機能消防指令センター導入 

消防本部庁舎耐震補強工事完了 

消防職員定数８３名に条例改正 

消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ｉ型）（二色出張所に同年９月配置） 

消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ｉ型）（水間出張所に同年９月配置） 

高規格救急自動車を更新（本署配置） 

水間出張所庁舎竣工（貝塚市三ツ松７５０-８）、同年３月１日業務開始 

二色出張所高規格救急自動車を更新（緊急消防援助隊登録） 

      （二色出張所に同年１１月配置） 

２５ｍ屈折梯子付消防自動車を導入（本署に同年１０月配置） 

水槽付消防ポンプ自動車を導入（水１－Ａ型）（本署に同年１０月配置） 

東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）に緊急消防援助隊出動 
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平成２３年１０月 

 

平成２３年１１月 

平成２４年  １月 

平成２４年 ３月 

平成２４年 ３月 

平成２４年 ７月 

平成２６年 ７月 

平成２７年 １月 

平成２８年 ３月 

平成２８年 ４月 

平成２８年 ４月 

平成２９年 １月 

 

平成２９年 ２月 

 

平成２９年 ４月 

平成３０年 ７月 

平成３１年 ２月 

全国消防長会会長より東日本大震災における消防応援活動の功績により表彰状

を受賞 

総務大臣より東日本大震災における消防応援活動の功績により表彰状を受賞 

水間出張所高規格救急自動車を更新（水間出張所に同年１月配置） 

大阪府知事より東日本大震災における消防応援活動の功績により表彰状を受賞 

消防職員定数８６名に条例改正 

東日本大震災における消防応援活動の功績により大阪の消防大賞特別賞を受賞 

消防救急デジタル無線を導入 

本署高規格救急自動車を更新（本署に同年１月配置） 

消防庁長官より消防本部・消防団が竿頭綬を受章 

係制を廃止し、担当制を導入 

平成２８年熊本地震に緊急消防援助隊出動 

二色出張所高規格救急自動車を更新（緊急消防援助隊登録） 

（二色出張所に同年１月配置） 

消防庁長官より熊本地震における緊急消防援助隊出動の功績により表彰状を受

賞 

消防職員定数９０名に条例改正 

平成３０年７月豪雨に緊急消防援助隊出動 

消防庁長官より７月豪雨における緊急消防援助隊出動の功績により表彰状を受

賞 
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消防相互応援協定等締結状況 

協定名 締結日 締結機関 

船舶火災の消火に関する業務協定 
昭和４４年 ９月 ５日 

（平成２５年 ４月 １日再締結） 

大阪海上保安監部、岸和田市、

貝塚市、忠岡町、泉州南消防組

合 

航空消防応援協定 
昭和４５年１０月 １日 

（平成２２年 ４月 １日再締結） 
大阪市、貝塚市 

阪和林野火災消防相互応援協定 
昭和４７年 ４月 １日 

（平成２５年 ４月 １日再締結） 

河内長野市、和泉市、岸和田市、

貝塚市、泉佐野市、泉南市、阪

南市、岬町、泉州南消防組合、

和歌山市、橋本市、岩出市、紀

の川市、かつらぎ町、那賀消防

組合、伊都消防組合 

 

大阪府南ブロック消防相互応援協定 

 

昭和５３年 ６月２０日 

（平成２５年 ４月 １日再締結） 

堺市、岸和田市、泉大津市、貝

塚市、泉州南消防組合、和泉市、

高石市、忠岡町 

大阪府下広域消防相互応援協定 
昭和６３年 ９月 １日 

（平成２７年 ９月 １日再締結） 
大阪府下各市町村 

阪和自動車道、湯浅御坊道路、関西

空港自動車道及び京奈和自動車道消

防相互応援協定 

平成 ２年 ３月２９日 

（令和元年 9月５日再締結） 

堺市、和泉市、岸和田市、貝塚

市、泉州南消防組合、那賀消防

組合、和歌山市、海南市、有田

川町、湯浅広川消防組合、日高

広域消防事務組合、御坊市、田

辺市 

阪神高速道路における消防及び救急

等の業務に関する協定 
平成 ６年 ４月 ２日 阪神高速道路株式会社、貝塚市 

関西国際空港消防相互応援協定 
平成 ６年 ６月２１日 

（平成２８年 ６月 １日再締結） 

大阪市、堺市、岸和田市、泉大

津市、貝塚市、和泉市、高石市、

忠岡町、泉州南消防組合、関西

エアポート株式会社 

救急医療相談業務に係る応援協定 平成２２年１２月 １日 大阪市、貝塚市 

特定接種の接種体制に関する覚書 平成２８年 ５月 ２日 市立貝塚病院、貝塚市消防本部 

 



 

 

総 務 課 
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第８分団

第９分団

【

消

防

団

】

第３分団

第４分団

消防団本部 第５分団

第６分団

第７分団

水間出張所

二色出張所

第１分団

第２分団

救急担当

救助担当

庶務担当

消　防　署 予防担当

警備担当

調査担当

警備担当

機械担当

通信担当警　備　課

【
消
防
本
部
・
署
】

１　消 防 機 構　　 (案）

庶務担当

総　務　課 経理担当

消防団担当

設備担当

消 防 本 部

予　防　課 危険物担当



３　消防予算一般会計と消防費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位、千円）

４　消防費の内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位、千円）

５　消防費の財源内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位、千円）

６　職員の階級別配置　　　　　　　　　　　　　　　　（令和元年１２月３１日現在）

７　職員の年齢状況　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和元年１２月３１日現在）

８　職員の勤続年数　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和元年１２月３１日現在）

令和元年

87,936
37,602

計

５年以下
６年～１０年

１１年～１５年
１６年～２０年
２１年～２５年
２６年～３０年

３１歳～３５歳

計
平均年齢

1

34

1

4

階　級
勤続年数

消防司令長

３１年～３５年
３６年以上

36

４６歳～５０歳
５１歳～５５歳

５６歳～

４１歳～４５歳

1
56

３６歳～４０歳

２０歳～２５歳
２６歳～３０歳

1

1

平均勤続年数 205

1
3
5 1

8
20
3
3

6
53

20
2

20
6

消防司令補

26
27

消防司令

10
54

4

41

3

1

18
7
2
45
45

3

1

6

4
4
7

消防士消防士長

3

計

1

消防司令補

37,156

16,983
地方債
1,100

88

4
4
8

45

13
11

1
13
8

一般財源

973,240
その他

33
18
59

特　　定　　財　　源

89,212
37,259

消防費（B）
995,441

平成25年平成24年平成23年平成22年

世帯数 36,172 36,540

778,138

消防士

年　度
平成31(令和元)年

災害対策費水　防　費消防施設費常備消防費

一般会計予算（A）
33,788,480 3.0

消防士長

35,654

4
3
8

26

２　過去10年の人口及び世帯数

平成29年
人口等

年

人　口 90,606 90,608 90,496 90,152 88,813
37,533

構成比（B/A×100）%

36,643 36,829

平成28年

89,876

20

平成27年平成26年

２０歳未満

1
13

消防司令長

4,118
国府支出金

6
1消防司令補

階 級 本　署

8

消防司令長
消 防 司 令

日勤者数

1

階 級 
 年 齢

消 防 士 長
消 防 士

4

計

1

非常備消防費

10

水間出張所

1

隔　日　勤　務　者　数
計

1
6

995,441

二色出張所
種別

消　防　費

84,27247,59349,784

10
1
9
21
10
11
8826

11
12
88

計

1

1
2
6

1
2
2

25

消防司令

7
5
8

1
1
6 4510
32

86,276
37,898

平成30年

86,974
37,602

- 8 -
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5
5

幹 部 教 育 中 級 幹 部 科

1

1
1

6
10

3
5
3

11
2
1

6
6
39

1

5

1

所 在 地
敷 地 面 積

新 任 消 防 長 ・ 学 校 長 科

専 科 教 育 救 助 科
専 科 教 育 火 災 調 査 科

1

中 級 幹 部 科

18
69
28
19

4

消防司令補

7
7

17
22
19
5

16
12
11
15
152

4
4

薬 剤 投 与 認 定

処 置 拡 大 2 行 為 認 定

教 育 種 別

　　　　　　　　　　 階 級 別

教 養 別

教 育 種 別

昭和50年3月19日 平成21年3月1日

１０　職員の教養関係（消防学校関係）
◇府立消防学校等

平成2年10月1日

初 任 教 育

8
8

鳥羽１２２－１
１８４．０７㎡

消防本部（消防署）

３２３．８５㎡
鉄筋コンクリート造３階建

６４１㎡
鉄筋コンクリート造２階建

４４７㎡

二色出張所
二色２－２－１
１，９３３㎡

１０９．８１㎡

９　消防庁舎の現況

１１　職員の研修

三ツ松７５０－８

消防士長

救 急 救 命 士 養 成 課 程

1

18

警 防 科

専 科 教 育 警 防 科

派 遣 者 数

4

業 務 開 始

派 遣 者 数

構 造

特 別 教 育 通 信 指 令 研 修

計

1

鉄筋コンクリート造３階建

1
2

上 級 幹 部 科

救 急 Ⅱ 課 程

救 急 Ⅰ 課 程

救 急 標 準 課 程 ( 救 急 科 )

救 急 救 命 士 課 程

気 管 挿 管 認 定

水間出張所

１，６３３㎡延 べ 面 積

1

◇職員の教養資格取得数

消防司令長

2
4
3
2
2

指 導 救 命 士

1

3
4

3
3

消防司令

1

建 築 面 積
２，３１４．０４㎡

６３２㎡

6
1

消防士

1
1
25
3
1
1
2
2

1
2
1

ビ デ オ 喉 頭 鏡 認 定

4
4
9

1 32

救 助 科

予 防 査 察 科

危 険 物 科

火 災 調 査 科

予防科 ( 予 防 課 程 )

予防科 (防火査察課程)

予防科 (消防用設備課程)

特殊災害科(災害対策課程)

生物化学災害対策特別講習

大 阪 府 消 防 関 係 者 合 同 研 修 会

煙 火 事 例 検 討 会

受講者

1

1
2

火 災 調 査 研 究 講 演 会

設 備 問 題 研 究 会

受講者

3

2

1
2
1

教　育　種　別教　育　種　別

消 火 技 術 指 導 者 研 修

火 災 調 査 事 例 発 表 会

保 安 三 法 検 査 合 同 研 修

大 阪 府 下 消 防 活 動 事 例 発 表 会 2

特 別 研 修 会 1

救 助 隊 電 気 災 害 研 修 Ⅱ

火 災 調 査 指 導 者 育 成 研 修 4

1

1
1

1

1

1

大 阪 府 消 防 団 員 安 全 管 理 セ ミ ナ ー
1

1

は し ご 自 動 車 技 術 講 習

通 信 指 令 研 修

消 防 英 会 話 講 習
エレベーター事故救出研修

1

1 1
3

2

1
危 険 物 事 務 審 査 ・ 検 査 受 託 研 修

消 防 団 長 ・ 消 防 長 等 合 同 研 修 会

大 阪 府 下 違 反 是 正 研 修 会

指 令 情 報 セ ン タ ー 実 務 研 修

1

3

危 険 物 研 修 会

2

消 防 実 務 講 習 会

火 災 調 査 事 例 発 表 会 3
危 険 物 事 故 事 例 共 有 研 究 会
南ブロック消防本部違反是正事例研究会

1
2

2

南 ブ ロ ッ ク 火 災 調 査 事 例 発 表 会

1

3 3
2 1

採 用 後 3 年 目 研 修
液化石油ガス販売事業者保安講習会 1

8

消 防 通 信 に 関 す る 大 阪 府 連 絡 協 議 会

2
RESCUE ネ ッ ト ワ ー ク OSAKA 救 助 シ ン ポ ジ ウ ム

2

RESCUE ネ ッ ト ワ ー ク OSAKA グ ル ー プ 訓 練 2

予 防 事 務 講 習 会

新 任 消 防 長 科

採 用 後 3 年 目 研 修

大阪府立
消防学校

等

3 7 10消防職員惨事ストレス研修

7 7

1 1

2
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１２　表彰

１３　主要行事

中 型 自 動 車 免 許 （ 8t 限 定 解 除 ）
第 二 級 陸 上 特 殊 無 線 技 士

1月 13日

 3月  1日 
～

3月  7日
 11月  9日　

企 業 防 災 対 策 指 導 研 修 会

行　　事　　内　　容　       月　 日

 12月 20日
歳末火災特別警戒

 11月 15日

消防出初式（コスモスシアター前庭）

秋の全国火災予防運動～

1月 27日

全 国 消 防 協 会 近 畿 地 区 支 部 救 助 技 術 指 導 会 引 揚 救 助

1
1
1

消 防 庁 長 官 表 彰
大 阪 府 知 事 表 彰
全 国 消 防 長 会 表 彰

永 年 勤 続 功 労 章
消 防 勤 続 功 労 章
消 防 特 別 功 労 表 彰

全 国 消 防 長 会 表 彰 永 年 勤 続 功 労 者 表 彰

～

 12月 31日

文化財防火デーに伴う消防訓練

全国山火事予防運動
春の全国火災予防運動

4大 阪 府 下 消 防 長 会 警 防 技 術 指 導 会

救 急 隊 員 研 修 会

5
5

ＳＳＩ Ｏｐｅｎ Ｗａｔｅｒ Ｄｉｖｅｒ

2

中 型 自 動 車 免 許

231

1

2

1
1

192

1

全 国 消 防 長 会 消 防 長 研 修 会

潜 水 士 免 許 試 験 職 員 研 修 会

大 型 自 動 車 免 許

予 防 技 術 検 定
消 防 職 員 の た め の 惨 事 スト レス の理 解と 予防

法 制 執 務 研 修
2
2

防 災 関 係 機 関 研 修 1

火 災 科 学 セ ミ ナ ー

1

1
消 防 財 政 実 務 研 修 会

1
2

1

安 全 運 転 管 理 者 等 法 定 講 習

- 10 -
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予 防 課 
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１ 主な予防課年間行事  

月  別 行 事 備 考 

  １ 月   

消防出初式 少年・婦人防火クラブ・婦人消防隊 

大阪府防火クラブ大会 婦人防火クラブ 

防火図画展 市民図書館 1月１０日～２０日 

ひとり暮らしの高齢者住宅防火診断 １月～３月 

  ２ 月 
防火図画表彰式 市内幼・小・中学校 

防火ポスター配布 市内各事業所 

  ３ 月 

春の全国火災予防運動 ３月１日～７日 

防火キャンペーン (コープ貝塚) 少年・婦人防火クラブ・婦人消防隊・火災予防協会

ああ 防火図画列車展示 水間鉄道 ３月１日～１５日 

  ４ 月 少年消防クラブ入隊式及び修了式 

 

消防本部 

  ５ 月 幼年消防クラブ入隊式 ５幼稚園（認定こども園含む） 

  ６ 月    

危険物施設立入検査 ６月中 

危険物安全週間 ６月７日～１３日 

婦人防火クラブ・婦人消防隊合同研修 婦人防火クラブ・婦人消防隊 

  ８ 月 少年消防クラブ防火防災研修 少年消防クラブ 

  １１ 月 

秋の全国火災予防運動 １１月９日～１５日 

防火キャンペーン（イオン貝塚店） 幼年・婦人防火クラブ・婦人消防隊・火災予防協会 

防火図画審査 消防本部 

防火ポスター配布 市内各事業所 

防火図画列車展示 水間鉄道 １１月２２日～１２月５日 

管内ローリー立入検査 消防本部 

危険物ミニローリー立入検査 消防本部 

山林防火活動 婦人防火クラブ・少年消防クラブ 

 １２ 月   
婦人防火クラブ指導者研修会 和歌山大学災害科教育研究センター 

歳末火災特別警戒 市内全域 

 

 

２ 立入検査・調査関係 

項         目 延   件   数 

消 防 用 設 備 等 願 届 に 伴 う 検 査 と 調 査    ８５ 

高 圧 ガ ス 等 ・ 危 険 物 願 届 に 伴 う 検 査 と 調 査    ４９ 

火 災 原 因 調 査      ３０（火災２２） 

立 入 検 査 １２１ 

 

 

（立入検査の内訳） 

項         目 検査件数（件） 人員（人） 

防 火 対 象 物 ４０ １０２ 

高 圧 ガ ス 等 ・ 危 険 物 施 設 ８１ １６２ 

合         計 １２１ ２６４ 

 

 

３ 住宅防火診断 

項         目 件数（件） 人員（人） 

ひ と り 暮 ら し の 高 齢 者 住 宅 防 火 診 断 １，３５０ ７４ 
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４ 防火対象物の現況 

 

５ 用途別中高層建築物（４階以上）の現況 

項 別 対 象 物 の 名 称 対象物数 

１ 
イ 劇場・映画館・演芸場・観覧場 １ 

ロ 公会堂・集会場 ９７ 

２ 

イ キャバレー・カフェー・ナイトクラブ １ 

ロ 遊技場・ダンスホール ３ 

ハ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に規定する性風俗関連特殊営業を営む店舗 ０ 
 ニ カラオケボックスその他遊興のための設備又は物品を個室において客に利用される役務を提供する業務を営む店舗 

 

 

２ 

３ 
イ 待合・料理店 ４ 

ロ 飲食店 ７０ 

４ 百貨店・マーケット・店舗・展示場 １３４ 

５ 
イ 旅館・ホテル・宿泊所 ２４ 

ロ 寄宿舎・下宿・共同住宅 ７０６ 

６ 

イ 病院・診療所・助産所 ８４ 

ロ 老人短期入所施設・養護老人ホーム等各施設（主として要介護状態にある者を入居させるものに限る。） ４７ 

ハ 老人デイサービスセンター・軽費老人ホーム・保育所等各施設（主として要介護状態にある者を入居させるものを除く。） １２０ 

ニ 幼稚園・特別支援学校 １５ 

７ 小・中・高等学校・大学・専修学校・各種学校 １０５ 

８ 図書館・博物館・美術館 ２ 

９ 
イ 公衆浴場のうち蒸気浴場・熱気浴場その他これらに類するもの ０ 

ロ イ以外の公衆浴場 １６ 

１０ 車両の停車場・船舶・航空機の発着場 ２２ 

１１ 神社・寺院・教会 ６７ 

１２ 
イ 工場・作業場 ５５４ 

ロ 映画スタジオ・テレビスタジオ ０ 

１３ 
イ 自動車車庫・駐車場 ５１ 

ロ 飛行機・回転翼航空機の格納庫 ０ 

１４ 倉庫 ３２８ 

１５ 前各項に該当しない事業場 ５２１ 

１６ 
イ 複合用途防火対象物１～４・５イ・６・９イが存在するもの １５４ 

ロ 上記以外の複合用途防火対象物 ４６ 

１６の２ 地下街 ０ 

１６の３ 準地下街 ０ 

１７ 重要文化財建造物 １４ 

１８ 延長５０メートル以上のアーケード ０ 

計  ３，１８８ 

     階数 

用途別 
4 階 5 階 6 階 7 階 8 階 9 階 10階 11階 12階 13階 14階 15階 26階 

１項ロ １             

３項 
イ １             
ロ    １          

４項  ３            

５項 
イ ２             
ロ ４３ 117 １５ １３ １４ ５ ７ ５ １ ３ ８ ５ １ 

６項 
イ １２  ３  ３ １         
ロ ４ ６            
ハ ２ ３            

７項 １４ １ １           
１２項イ ９ ２  ２          
１３項イ １ １ １           
１４項 ５ ２            
１５項 １４ １ １           

１６項 
イ １７ １９ ７ ３ ５  ２       
ロ ５ ３  １          

計 130 161 ２５ ２３ ２０ ５ ９ ５ １ ３ ８ ５ １ 
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６ 火災予防条例の対象となる施設 

種        別 現  在  数 

少 量 危 険 物 施 設   １０７ 
指 定 可 燃 物 施 設    ５８ 

ボ イ ラ ー 設 備   ３３３ 

炉 設 備   １３０ 

変 電 設 備   ６８９ 

発 電 設 備   １３６ 

蓄 電 池 設 備   １３８ 

ネ オ ン 管 灯 設 備    ３８ 

乾 燥 設 備    ３３ 

温 風 暖 房 機 設 備     ７ 

サ ウ ナ 設 備     ７ 

合      計 １，６７６ 
 

７ 圧縮アセチレンガス等貯蔵取扱施設 

種      別 現  在  数 

液 化 石 油 ガ ス 届 出 施 設 ２７１ 
毒 物 ・ 劇 物 等 届 出 施 設 ３１ 

液 化 石 油 ガ ス 販 売 事 業 所 １８ 

合      計 ３２０ 
 

８ 用途別建築同意事務処理状況 

     工 事 別 

用 途 別 
新築 増改築 

用途 

変更等 

認定 

取消 
合計 

３階以上 

の建築物 

指示書 

発行数 

劇場・映画館・演劇場・観覧場        
公 会 堂 ・ 集 会 場        
キャバレー・カフェー・ナイトクラブ         
遊 技 場 ・ ダ ン ス ホ ー ル        
性 風 俗 関 連 特 殊 営 業 店 舗 

 

       
カ ラ オ ケ ボ ッ ク ス 等        
待 合 ・ 料 理 店        
飲 食 店        
百貨店・マーケット・店舗・展示場 ６ ２   ８  ６ 
旅 館 ・ ホ テ ル ・ 宿 泊 所        
寄 宿 舎 ・ 下 宿 ・ 共 同 住 宅 １２ ２   １４ ２ １２ 
病 院 ・ 診 療 所 ・ 助 産 所 １    １ ２ １ 
老 人 短 期 入 所 施 設 等 １ １   ２ ２ ２ 
老人デイサービスセンター等 ４    ４  ３ 
幼稚園・盲学校・聾学校・養護学校         
小・中・高等学校・大学・各種学校 １    １  １ 
図 書 館 ・ 博 物 館 ・ 美 術 館        
蒸 気 浴 場 ・ 熱 気 浴 場        
上 記 以 外 の 公 衆 浴 場        
車両の停車場・船舶・航空機の発着場         
神 社 ・ 寺 院 ・ 教 会 １    １  １ 
工 場 ・ 作 業 場 ５    ５ １ ５ 
映画スタジオ・テレビスタジオ        
自 動 車 車 庫 ・ 駐 車 場 ３    ３   
飛行機・回転翼航空機の格納庫        
倉 庫 １１    １１ １ ５ 
前各項に該当しない事業場 １０    １０  １０ 
複合用途防火対象物のうち特定用途部分が存在するもの        
上記以外の複合用途防火対象物        
重 要 文 化 財 建 造 物        
専 用 住 宅 ４５    ４５   
併 用 住 宅 １    １   
そ の 他        
合 計 １０１ ５   １０６ ８ ４６ 
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９ 消防用設備関係文書処理数 

文       書       名 件数（件） 文       書       名 件数（件） 

防 火 対 象 物 使 用 開 始 届 56 消 防 計 画 届 88 

工 事 整 備 対 象 設 備 等 着 工 届 56 防 災 管 理 者 選 任 （ 解 任 ） 届 10 

消 防 用 設 備 等 設 計 届 35 消 防 訓 練 実 施 報 告 書 178 

消 防 用 設 備 等 設 置 届 161 発 電 ・ 変 電 ・ 蓄 電 池 設 備 設 置 届 31 

消 防 用 設 備 等 点 検 結 果 報 告 612 福祉施設等に関する用途判定資料報告書 0 

防 火 管 理 者 選 任 （ 解 任 ） 届 73 防 火 管 理 講 習 修 了 証 再 交 付 申 請 願 5 

消 防 用 設 備 等 設 置 計 画 書 34 防 火 対 象 物 点 検 結 果 報 告 書 29 

建 築 確 認 消 防 同 意 107 消 防 用 設 備 等 特 例 適 用 申 請 書 4 

防 火 対 象 物 廃 止 届 4 催 物 開 催 届 8 

防 火 対 象 物 休 止 届 0 統 括 防 火 管 理 者 選 任 （ 解 任 ） 届 0 

防火対象物名称変更届（代表者変更含む） 18 全 体 に つ い て の 消 防 計 画 届 0 

改 善 報 告 書 3 露 店 等 の 開 設 届 出 書 21 

給 湯 湯 沸 設 備 設 置 届 出 書 0 開 発 協 議 書 31 

行 政 情 報 公 開 請 求 書 0 防 災 管 理 点 検 結 果 報 告 書 3 

消 防 法 令 適 合 通 知 交 付 申 請 書 3 防 災 管 理 に 係 る 消 防 計 画 0 

工事を施行する為の現場に設ける事務所の届出 2 工 事 中 の 消 防 計 画 1 

そ の 他 報 告 ・ 届 出 書 5 誓 約 書 1 

 

１０ 消防用設備等の設置に伴う届 

            届  別 

種  別 
着工届・設計届数 設置届数 

消 火 器 具  43 

屋 内 消 火 栓 設 備 2 3 

ス プ リ ン ク ラ ー 設 備 3 7 

屋 外 消 火 栓 設 備 3 1 

自 動 火 災 報 知 設 備 45 48 

動 力 消 防 ポ ン プ 設 備 0 0 

消 防 機 関 へ 通 報 す る 火 災 報 知 設 備 6 4 

非 常 警 報 器 具 及 び 設 備 3 5 

避 難 器 具 7 6 

誘 導 灯 及 び 誘 導 標 識 30 43 

連 結 送 水 管 1 2 

非 常 コ ン セ ン ト 設 備 0 0 

不 活 性 ガ ス 消 火 設 備 0 0 

粉 末 消 火 設 備 1 0 

泡 消 火 設 備 1 1 

パ ッ ケ ー ジ 型 消 火 設 備 1 1 

合      計 103 164 
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１１ 消防用設備等の設置状況 

消
防
用
設
備
等
の
種
類 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

防
火
対
象
物
の
区
分 

屋
内
消
火
栓
設
備 

ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー
設
備 

泡
消
火
設
備 

二
酸
化
炭
素
消
火
設
備 

ハ
ロ
ゲ
ン
化
物
消
火
設
備 

粉
末
消
火
設
備 

屋
外
消
火
栓
設
備 

自
動
火
災
報
知
設
備 

漏
電
火
災
警
報
器 

消
防
機
関
へ
通
報
す
る
火
災
報
知
設
備 

非
常
警
報
器
具
及
び
設
備 

避
難
器
具 

誘
導
灯
及
び
誘
導
標
識 

消
防
用
水 

排
煙
設
備 

連
結
送
水
管 

非
常
コ
ン
セ
ン
ト
設
備 

連
結
散
水
設
備 

不
活
性
ガ
ス
消
火
設
備 

動
力
消
防
ポ
ン
プ
設
備 

１ 
イ                     

ロ 7 1     1   34 2 2 51 13 83 1 1      

２ 

イ                     

ロ      1  3   3 1 3 1       

ハ                     

二        2    1 2        

３ 
イ        4 1   2 4        

ロ        15   32 3 56   1     

４ 7 12 1   2 1 49 2  65 3 117 1 1      

５ 
イ 4     1 3 21 9 7 4 7 24 2       

ロ 18  1  

 

1 18 2 158 9 1 133 154 124 20  64 22    

６ 

イ 17 8 

 

 1    50 13 27 30 17 72  1 4     

ロ 1 37     7 44 7 43 11 10 40 1       

ハ 8 3     1 67 12 31 21 24 108 1       

二 3       14 3  2 1 10        

７ 76 

 

    1 4 88 15 4 73 16 52 9       

８     1   1   2 1 2        

９ 
イ                     

ロ 2  1   1  4   13  4        

10 1       1   1  3        

11 1       15 1 2 3  5        

12 
イ 100 7 1 

 

4 3 6 

 

78 

 

207 11  18 13 157 29 1 3  1  2 

ロ                     

13 
イ 6  4 2 1 15 1 20   1  7 1  1     

ロ                     

14 48 

 

8 2  1 3 30 

 

133 5  9 4 89 7 1 1    2 

15 25 2  7 6 6 29 152 16 2 64 24 184 1 1    3  

16 
イ 12 12  2 4 11 2 94 11 8 54 50 118 8 3 15 1 1   

ロ 2     2 1 14 2  9 8 24   1     

16 の 2                     

16 の 3                     

17        21  2           

18                     

計 338 

 

90 

 

10 16 17 67 160 

 

1,211 

 

119 129 

 

599 

 

352 

 

1,288 

 

82 9 90 

 

23 2 3 4 

 

１２ 危険物施設等の推移 

            年  別 

区  分 
Ｈ２７年 Ｈ２８年 Ｈ２９年 Ｈ３０年 Ｒ１年 

製 造 所 １ １ １ １ １ 

貯 蔵 所 

屋 内 貯 蔵 所 ３７ ３６ ３６ ３９ ３７ 
屋 外 タ ン ク 貯 蔵 所 １２ １２ １２ １２ １２ 
屋 内 タ ン ク 貯 蔵 所 １１ ９ ７ ７ ７ 
地 下 タ ン ク 貯 蔵 所 ２２ ２２ ２２ ２２ ２２ 
簡 易 タ ン ク 貯 蔵 所 ３ ３ ３ ３ ３ 
移 動 タ ン ク 貯 蔵 所 １８ １９ ２０ ２３ ２３ 
屋 外 貯 蔵 所 ６ ６ ４ ４ ４ 

取 扱 所 
給 油 取 扱 所 ２６ ２６ ２６ ２６ ２４ 
一 般 取 扱 所 １７ １７ １６ １６ １６ 
合 計 １５３ １５１ １４７ １５３ １４９ 
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１３ 証書等の発行件数 

証  書  名 件 数 証  書  名 件 数 

危 険 物 設 置 許 可 証 １ 予 防 規 程 制 定 変 更 認 可 証 ０ 

危 険 物 変 更 許 可 証 １０ 危 険 物 タ ン ク 検 査 済 証 ９ 

危 険 物 設 置 完 成 検 査 済 証 １ 消防用設備等設置指示書（消防同意） ４９ 

危 険 物 変 更 完 成 検 査 済 証 ９ 防火管理講習受講修了証（再交付） ５ 

危 険 物 仮 使 用 承 認 証 ４ 消 防 用 設 備 等 検 査 済 証 ４７ 

危 険 物 積 載 車 両 検 査 済 証 ３２ り 災 等 証 明 書 １９ 

危 険 物 施 設 に 対 す る 指 示 書 等 ０ 危険物 仮貯蔵・仮取扱い承認証 ３ 

 合  計 １８９ 

 

 

１４ 危険物関係文書処理数 

文  書  名 件 数 文  書  名 件 数 

設 置 許 可 申 請 １ 点 検 実 施 報 告 書 ２ 

設 置 完 成 申 請 １ 軽 微 な 変 更 届 １２ 

変 更 許 可 申 請 １０ 少量危険物等設置・変更・廃止届 １８ 

変 更 完 成 申 請 ９ 圧縮アセチレンガス等貯蔵取扱、廃止届 ６ 

完 成 検 査 前 検 査 ９ 炉・乾燥設備・ボイラー等設置、変更、廃止届  １８ 

仮 使 用 承 認 申 請 ４ 設 置 者 等 変 更 届 ２２ 

休 止 ・ 再 開 ・ 廃 止 届 ７ 予 防 規 程 制 定 変 更 認 可 申 請 ０ 

仮 貯 蔵 ・ 仮 取 扱 承 認 申 請 ３ 譲 渡 引 渡 届 出 書 １４ 

危 険 物 取 扱 者 選 任 ・ 解 任 届 ７ 催 物 開 催 届 出 書 １０ 

危 険 物 保 安 監 督 者 選 任 ・ 解 任 届 ８ 危 険 物 事 故 報 告 ２ 

危 険 物 品 名 数 量 変 更 届 ４ ２ ３ 条 特 例 適 用 申 請 ０ 

合  計 １６７ 

 

 

１５ 火薬類取締法関係文書処理数 

文  書  名 件 数 文  書  名 件 数 

火薬類取扱保安責任者等選任届・解任届 １ 出 納 高 報 告 書 ２９ 

定期自主検査計画届・変更届・終了報告書 ５ 保 安 検 査 申 請 書 １ 

火 薬 庫 外 貯 蔵 場 所 記 載 事 項 変 更 届 １   

  合  計 ３７ 

 

  

１６ 液化石油ガス法関係文書処理数 

文  書  名 件 数 文  書  名 件 数 

販 売 事 業 者 報 告 １８ 保 安 機 関 認 定 更 新 申 請 書 １１ 

保 安 機 関 実 施 報 告 １８ 液 化 石 油 ガ ス 各 種 変 更 届 １ 

業 務 主 任 者 等 選 任 解 任 届 １ 廃 止 届 ３ 

特 定 供 給 設 備 許 可 申 請 １ 特 定 供 給 施 設 完 成 検 査 １ 

液 化 石 油 ガ ス 設 備 工 事 １ 特定液化石油ガス設備工事業開始届 ２ 

  合  計 ５７ 
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１７ 高圧ガス保安法関係文書処理数 

文  書  名 件 数 文  書  名 件 数 

変 更 報 告 書 １７ 高 圧 ガ ス 製 造 届 書 ９ 

休 止 届 ・ 廃 止 届 ４ 高圧ガス製造施設等変更許可申請書 ２ 

製造施設等変更完成検査申請書 ２ 高 圧 ガ ス 製 造 施 設 等 変 更 届 書 １ 

保安検査申請書・事前届・受検届・結果報告書 ２ 各 種 選 任 ・ 解 任 届 書 ４ 

高 圧 ガ ス 事 故 報 告 ３   

  合  計 ４４ 

 

 

１８ 月別の危険物等手数料状況  （平成３１年１月１日～令和元年１２月３１日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月 
許可・完検手数料 タンク手数料 承認手数料等 合  計 

件数 金額(円) 件数 金額(円) 件数 金額(円) 件数 金額(円) 

1月 0 0 0 0 1 5,400 1 5,400 

2月 3 65,000 1 6,000 2 10,800 6 81,800 

3月 1 13,000 2 17,000 0 0 3 30,000 

4月 4 52,000 1 6,000 1 5,400 6 63,400 

5月 5 39,000 1 6,000 0 0 6 45,000 

6月 1 6,500 0 0 0 0 1 6,500 

7月 0 0 0 0 0 0 0 0 

8月 0 0 1 6,000 0 0 1 6,000 

9月 0 0 1 6,000 0 0 1 6,000 

10月 0 0 0 0 1 5,400 1 5,400 

11月 2 39,000 0 0 1 5,400 3 44,400 

12月 5 84,500 2 12,000 1 5,400 8 101,900 

合計 21 299,000 9 59,000 7 37,800 37 395,800 
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１９ 月別の高圧ガス等手数料状況 （平成３１年１月１日～令和元年１２月３１日） 

 

 

２０ 民間防火組織及び自主防火組織の現状 

 

（１）貝塚市火災予防協会 

     会 員 数    ２１５会員   （うち、特別会員 １会員 ） 

 

（２）消防クラブ等の現状 

   

組 織 名 人 数 

貝 塚 市 幼 少 年 婦 人 防 火 委 員 会 １１ 

貝 塚 市 幼 年 消 防 ク ラ ブ ５８２ 

貝 塚 市 少 年 消 防 ク ラ ブ ２７ 

貝 塚 婦 人 防 火 ク ラ ブ ３３ 

貝 塚 婦 人 消 防 隊 ２ 隊 １７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月 
火 薬 高圧ガス 液化石油ガス 合  計 

件数 金額(円) 件数 金額(円) 件数 金額(円) 件数 金額(円) 

1月 0 0 1 16,000 1 48,500 2 64,500 

2月 0 0 0 0 2 97,000 2 97,000 

3月 0 0 1 12,000 2 97,000 3 109,000 

4月 1 41,000 0 0 2 97,000 3 138,000 

5月 0 0 0 0 1 48,500 1 48,500 

6月 0 0 0 0 0 0 0 0 

7月 0 0 0 0 2 97,000 2 97,000 

8月 0 0 1 16,000 0 0 1 16,000 

9月 0 0 1 12,000 0 0 1 12,000 

10月 0 0 0 0 0 0 0 0 

11月 0 0 0 0 1 21,000 1 21,000 

12月 0 0 0 0 2 79,500 2 79,500 

合計 1 41,000 4 56,000 13 585,500 18 682,500 
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２１ 民間防火組織及び自主防火組織の育成指導 

 

（１）民間防火組織 

  ①貝塚市火災予防協会 

    「災害のない明るい貝塚市」を目指し、市内各事業所からなり、会員相互の融

和を基本として消防機関の行う各種行事に協力している。特に幼年消防クラブ結

成幼稚園をはじめ、小・中学校児童・生徒に対し防火図画の募集を行い幼少年期

における防火思想の普及を図った。 

     （応募総数）小・中学校児童    １，１９６点 

           幼年消防クラブ      １８１点 

 

  ②貝塚市幼年・少年消防クラブ、貝塚婦人防火クラブ 

    火に対して興味を持ち始める幼少年、及び日常生活において火気を取り扱うこ

との多い婦人が、正しい防火防災に関する知識を身につけるとともに、地域住民

の防火意識の高揚を図ることを目的に結成され、防火キャンペーンなどに参加し、

地域住民への火災予防ＰＲに努めた。 

  

（２）自主防火組織 

    ｢自分たちの地域は、自分たちで守る。｣という連帯意識の高揚を図り、安全で

明るいまちを築くことを目的に、市内には津田校区と蕎原の２地区で貝塚婦人消

防隊が組織され、消防が行う諸行事、訓練等に積極的に参加し、安全な地域社会

の構築を目指した。 

 



 

 

火 災 概 況 



建物 17 2 1 3 1 1 1 2 1 2 2 1 

林野 1 1 

車両 0 

船舶 0 

その他 4 2 1 1 

計 22 2 1 0 3 4 1 1 3 1 2 3 1 

全焼 6 1 1 1 2 1 

半焼 2 1 1 

部分焼 8 1 2 1 2 1 1 

ぼや 6 2 1 1 1 1 

計 22 4 2 0 3 1 1 1 4 1 2 2 1 

床面積㎡ 918.62 17.85 459.00 2.00 83.34 282.22 1.80 58.41 14.00

表面積㎡ 138.88 95.15 43.73

林野ａ 15.0 15.0

全損 3 2 1 

半損 0 

小損 7 1 1 2 1 2 

計 10 1 0 0 0 0 0 0 3 0 2 2 2 

31 2 6 8 6 9 

死者 0 

傷者 2 1 1 

建築物 84,500 4,736 29,000 20,500 15,293 3,181 994 10,200 596

収容物 53,611 1,806 12,465 34,005 14 544 4,490 2 248 37

小計 138,111 6,542 41,465 0 54,505 0 0 14 15,837 7,671 996 10,448 633

林野 300 300

車両 0

船舶 0

その他 916 350 10 556

合計 139,327 6,892 41,465 0 54,505 310 0 14 16,393 7,671 996 10,448 633

出動台数 117 6 6 14 28 5 1 20 10 11 9 7 

出動人員 334 17 20 39 82 14 2 56 23 35 26 20 

出動台数 23 1 4 1 7 4 3 1 2 

出動人員 297 11 53 12 93 48 41 14 25 

※　焼損棟数には、類焼含む。

１　月別火災概況

　　　  月別

署

団

計

損
害
見
積
額
　
（

千
円
）

1

り
災
世
帯

り災人員

死
傷
者

焼
損
面
積

3 4 5 10

出
火
件
数

焼
損
棟
数

2 11 126 7 8 9
種別
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覚知別
　　　（単位：件数）

Ａ 3
Ｂ 5
C 7
Ｄ 2
E 1
F 0
G 0

　　　　　　　　　　　　　　
　　　（単位：件数）

曜　日 日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 不　明 合計

件　数 4 3 2 4 1 2 4 2 22
損害額
(千円) 1,197 52,212 2,987 3,209 5 12,850 66,857 10 139,327

４　用途別出火原因状況

計 住宅 共同住宅
工場
作業場

その他
建物

林野 車両 その他

2 1 1

2 1 1

3 1 2

0

0

0

4 1 1 2

8 2 3 1 2

3 2 1

22 5 2 7 3 1 0 4

Ａ： 119（NTT）
Ｂ： 119（IP）
Ｃ： 119（携帯）
Ｄ： 一般加入

Ｇ： そ の 他

 ２  火災の覚知状況

 ３  曜日別火災発生状況

Ｇ：土曜日
Ｈ：不　明

曜日別火災件数

Ｃ：火曜日
Ｄ：水曜日
Ｅ：木曜日
Ｆ：金曜日

Ａ：日曜日

そ　の　他

不　　　明

Ｆ： 駆け付け
Ｅ： 事後聞知

Ｂ：月曜日

計

　　　　　用途別
原因別

　　放　　　火　　

こ　ん　ろ

電 気 関 係

4
0
0

4

1
1
12
4

た　ば　こ

3
2
4
1

放火の疑い

火　遊　び

　（曜日別損害額）

ス ト ー ブ

計 22

2
4
2

計 22

0

2

4

6

8

10

12

Ａ
：11

9

（NTT

）

Ｂ
：11

9

（IP

）

Ｃ
：11

9

（携
帯
）

Ｄ
：
一
般
加
入

Ｅ
：
事
後
聞
知

Ｆ
：
駆
け
付
け

Ｇ
：
そ
の
他

0

1

2

3

4

Ａ
：日
曜
日

Ｂ
：月
曜
日

Ｃ
：火
曜
日

Ｄ
：水
曜
日

Ｅ
：木
曜
日

Ｆ
：金
曜
日

Ｇ
：土
曜
日

Ｈ
：不

明
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放  　　火 2 1 1

こ　ん　ろ 2 1 1

電 気 関 係 3 2 1

放火の疑い 0

火  遊  び 0

ス ト ー ブ 0

た  ば  こ 4 1 2 1

そ  の  他 8 2 1 1 3 1

不　    明 3 1 1 1

計 22 2 1 0 3 4 1 1 3 1 2 3 1

平成３０年令和元年
放火
こんろ

電気関係
放火の疑い
火遊び
ストーブ
たばこ
その他
不明

2
2

2
6
3
1

17

1

2

2

0

0

11.8

0

0

100

5.8

11.8そ  の  他

不    　明

計

放火の疑い

火  遊  び

ス ト ー ブ

た  ば  こ

原因別

放    　火

こ　ん　ろ

電 気 関 係

22 100

3 13.6

8 36.4

4 18.2

0 0

0 0

2 11.8 0 0

6 35.3 3 13.6

3 17.7 2 9.1

1 5.8 2 9.1

平成30年 令和元年

件数 ％ 件数 ％

2
3

0

8

63 4

　　　　　　　　　　平成29・30年比較表
　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

2

7 8 9 10

５　月別出火原因状況

　　　月別
2 5計 1

1

６　平成30・令和元年出火原因別比較表

11 12

0

0
0

3

4
0

原因別

0
1
2
3
4
5
6
7
8

放
火

こ
ん
ろ

電
気
関
係

放
火
の
疑
い

火
遊
び

ス
ト
ー
ブ

た
ば
こ

そ
の
他

不
明

平成３０年

令和元年
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合計 建物 林野 車両 その他(船舶含む)

件　数 件　数 件　数 件　数 件　数

0
0
0
1 1
1 1
0
0
0
0
1 1
4 4
1 1
0
1 1
2 1 1
1 1
3 2 1
1 1
1 1
0
3 3
0
0
0
2 1 1
22 17 1 0 4

Ｈ.　27 Ｈ.　28 Ｈ． 29 Ｈ． 30 Ｒ． 1
建　物 14 12 16 15 17
林　野 0 0 1 0 1
車　両 2 2 4 0 0
船　舶 0 0 0 0 0
その他 3 2 4 2 4

計 19 16 25 17 22
全　焼 3 1 5 0 6
半　焼 1 2 2 1 2
部分焼 7 3 6 6 8
ぼ　や 9 10 11 10 6

計 20 16 24 17 22
床面積 ㎡ 3,266.9 434.2 4,285.9 169.9 918.6
表面積 ㎡ 104.6 16.3 69.0 19.3 138.9
林　野 ａ 0.0 0.0 2.8 150.0 15.0

全　損 2 2 5 0 3
半　損 1 1 2 0 0
小　損 13 10 13 6 7

計 16 13 20 6 10
51 33 53 17 31

死　者 1 1 0 0 0
傷　者 10 3 14 2 2
建築物 394,009 45,983 562,938 7,192 84,500
収容物 82,314 5,697 58,728 13,571 53,611
小　計 476,323 51,680 621,666 20,763 138,111
林　野 0 0 0 0 300
車　両 2,100 61 731 80 0
船　舶 0 0 0 0 0
その他 547 11 1,143 66 916

(千円) 合　計 478,970 51,752 623,540 20,909 139,327

焼
損
面
積

り
災
世
帯

　　　　 　　 年別

７　 時間別火災発生状況

不明
計

19～20
20～21
21～22
22～23

      種別

0 ～ 1
1 ～ 2
2 ～ 3

損
害
見
積
額

８　　年次別火災概況

り災人員

死傷者

出
火
件
数

焼
損
棟
数

7 ～ 8
8 ～ 9
9 ～10
10～11

3 ～ 4
4 ～ 5
5 ～ 6
6 ～ 7

23～24

16～17
17～18
18～19

11～12
12～13

15～16

13～14
14～15

時間
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警 備 課 



 -   -  

 

  

１ 警備活動状況 

 （１）火災出動 

区            分 回   数 （回） 延  人  員（人） 

火 災 出 動 １８ ３１６ 

 ※上記は、事後聞知等で調査員のみ出動した事案４件を含まない。 
 
 

 （２）非火災出動 

区            分 回   数 （回） 延  人  員（人） 

火 災 未 然 防 止 ３１ 
 

２５０ 

火 煙 調 査 ８ ３０ 

誤 報 出 動 １１ １３６ 

虚 報 出 動 １ ２ 

交 通 事 故 に よ る 燃 料 漏 れ 処 理 ５ ２３ 

自 動 火 災 報 知 設 備 作 動 ２６ １９２ 

そ の 他 １１ ５３ 

合            計 ９３ ６８６ 

 
 

 （３）警備出動 

区            分 回   数 （回） 延  人  員（人） 

交 通 事 故 に よ る オ イ ル 漏 れ 処 理 １９ ５７ 

高 速 道 路 等 の 活 動 支 援 ６ １８ 

一 般 道 路 等 の 活 動 支 援 ４７ １７３ 

そ の 他 ２７９ １，０３６ 

合            計 ３５１ １，２８４ 

 

 

 （４）その他の活動状況 

区            分 回   数 （回） 延  人  員（人） 

地 水 利 調 査 １３５ ３６６ 

広 報 宣 伝 ５ １６ 

消 防 訓 練 ２６７ ３５０(１９，６７９) 

救 助 訓 練 １４４ ９１０ 

迷 惑 駐 車 パ ト ロ ー ル ７ １９ 

救 助 工 作 車 資 器 材 等 取 扱 訓 練 ５５ ２７０ 

一 般 救 急 講 習 ２０ ４０(６８２) 

普 通 救 命 講 習 会 ３７ ７４(５６２) 

消 防 署 見 学 １１ ３３(４５８) 

消 防 体 験 学 習 １ ３(１) 

歳 末 火 災 特 別 警 戒 １２ ３００ 

水 難 救 助 訓 練 １７ １８２ 

合          計 ７１１ ２，５６３     

 ※(  )内の数字は、市民等参加者人数 
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２ 火災・救急等の覚知別状況 

種         別 火  災 （件） 救   急 （件） 

１ １ ９ 番 ２ １，９３６ 

携 帯 １ １ ９ 番 １２ ２，４２０ 

加 入 電 話 ４ ６５４ 

駆 け 付 け ０ ４０ 

阪神高速道路㈱・西日本高速道路㈱等 ０ ３ 

事 後 聞 知 ４  

そ の 他 ０ ３５ 

計 ２２ ５，０８８ 

 

３ 消防水利状況 

消火栓 防火水槽 その他 

公 設 私 設 計 公 設 私 設 計 プール等 

１,７０９ １２１ １,８３０ １６３ １４７ ３１０ １１ 

 

４ 口径別公設消火栓設置状況 

口 径 ( ㎜ ) 75 100 125 150 200 250 300 350 400 450 500 600 合計 

公 設 328 592 2 485 130 40 97 17 11 3 1 3 1,709 

 

５ 主力機械の配置状況 

 種     別 車両番号 車名 年 式 型式・ポンプ性能 

本 
 
 
 
 
 
 
 
署 

水槽付消防ポンプ自動車(キャフス装置付) 和泉810 ほ  1 日 野 Ｈ２２ 水Ⅰ-A 型（らく車付） 

化学消防ポンプ自動車 和泉830 さ 119 ﾐﾂﾋﾞｼ Ｈ１１ Ⅱ型 

消防ポンプ自動車 和泉831 ね 119 ﾐﾂﾋﾞｼ Ｈ１５ CD-Ⅰ型水 900ℓ積載(らく車付) 

救 助 工 作 車 和泉830 ぬ   6 日 野 Ｈ１６ Ⅱ型ウインチ・クレーン・照明 

２５ｍ屈折梯子付消防自動車  和泉801 た  7 日 野 Ｈ２１ MSC25-3 

防 災 活 動 車 和泉883 い   9 ﾀﾞｲﾊﾂ Ｈ２０  

軽 四 貨 物 自 動 車 和泉880 あ 979 ﾀﾞｲﾊﾂ Ｈ２２  

ワ ゴ ン 車 和泉501 と1166 
 

ﾄ ﾖ ﾀ Ｈ１７  

査 察 自 動 車 和泉501 ら 100 ﾄ ﾖ ﾀ Ｈ２３  

広 報 自 動 車 和泉483 と 15 ﾀﾞｲﾊﾂ Ｈ２４  

ミ ニ バ ン 車 和泉502 そ1437 ﾆ ｯ ｻ ﾝ Ｈ２５  

救 急 自 動 車  
年 
he 
置） 

和泉834 す 119 ﾄ ﾖ ﾀ Ｈ２７ CBF-TRH226S 
 非 常 用 救 急 自 動 車 和泉832 や 119 ﾄ ﾖ ﾀ Ｈ２０ CBF-TRH226S 
 
 

単 車 貝公       605 ホンダ Ｈ  ８  

可搬式消防ポンプ  ﾄ ｰ ﾊ ﾂ Ｈ１６ VC72      Ｂ-2 級 

  
 

   

  
 

   

     

出
張
所 

水 

間 

消防ポンプ自動車 (キャフス装置付) 和泉830 む   4 
   
 
 

日 野 Ｈ１９ CD-Ⅰ型水 600ℓ積載(らく車付) 
 救 急 自 動 車 和泉833 ね 119 ﾄ ﾖ ﾀ Ｈ２４ CBF-TRH226S 
      

出
張
所 

 

二 

色 

消防ポンプ自動車（フォームプロ装置付） 和泉800 る   5 日 野 Ｈ１８ CD-Ⅰ型水 900ℓ積載(らく車付) 
 救 急 自 動 車 和泉834 な 119 ﾄ ﾖ ﾀ Ｈ２８ CBF-TRH226S 
 
 

資 材 搬 送 車 和泉830 ぬ  13 日 野 Ｈ１９  

マ イ ク ロ バ ス 和泉200 さ 880 ﾄ ﾖ ﾀ Ｈ２０  
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６ 消防機械出動状況 

       区 分 
 
車 種 別 

火災 
訓練 

(内署庭) 
一般
業務 

救助 非火災 救急 応援 調整 広報 水害 警備 風水害 巡回 
走行 
回数 

走行距離
（㎞） 

水槽付消防ポンプ自動車  19 
9 

(5) 
19 1 44 0 3 1 1 0 19 

 
0 0 116 907 

化学消防ポンプ 
自 動 車 

13 
17 

(6) 
38 1 46 0 2 1 4 0 24 

   
0 5 151 1,325 

消防ポンプ自動車 10 
24 

(4) 
83 0 14 0 0 2 3 1 285 

 
0 5 427 2,443 

消防ポンプ自動車 
（水間出張所） 

9 
34 

(0) 
63 0 21 0 1 2 0 0 3 

 
0 7 140 1,283 

消防ポンプ自動車 
（二色出張所） 

8 
49 

(38) 
14 0 33 0 0 1 0 0 2 

 
0 3 110 783 

救 助 工 作 車 15 
29 

(1) 
42 74 36 0 0 2 2 0 3 

 
2 0 205 1,479 

２５m 屈折梯子
付 消 防 自 動 車 

1 
29 

(14) 
21 0 1 0 0 1 1 0 0 

 
0 0 54 490 

防 災 活 動 車 17 6 40 0 41 0 1 2 0 0 64 
 

0 4 175 1,321 

軽四貨物自動車 1 2 149 0 0 0 0 2 0 2 3 
 

0 0 159 1,517 

ワ ゴ ン 車 0 1 215 0 0 0 0 0 0 0 0 
 

0 0 216 4,042 

査 察 自 動 車 1 3 692 0 0 0 0 0 0 0 0 
 

0 0 696 4,482 

資 材 搬 送 車    0 22 15 3 0 0 0 1 0 0 0 
 

0 0 41 242 

マ イ ク ロ バ ス  0 2 87 1 0 0 0 2 0 0 0 
 

0 0 92 2,360 

広 報 自 動 車  2 18 865 0 0 0 0 1 0 0 0 
 

0 0 886 6,851 

ミ ニ バ ン 車 0 8 284 0 0 0 0 1 0 0 0 
 

0 0 293 7,425 

救 急 自 動 車 
（本   署） 

0 0 26 0 0 2,127 0 5 0 0 0 
 

0 0 2,158 25,590 

非常用救急自動車 0 0 22 0 0 0 0 0 0 0 0 
 

0 0 22 349 

救 急 自 動 車  
（水間出張所） 

0 0 431 0 0 1,225 0 7 0 0 0 
 

0 0 1,663 22,578 

救 急 自 動 車  
（二色出張所） 

0 0 381 0 0 1,581 0 3 0 0 0 
 

0 0 1,965 23,190 

※訓練枠(  )内の数字は、署庭での訓練回数 
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７ 通信系統図 
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病 院 関 係 

警 備 会 社 

警 察 等 

西日本高速道路株式会社 

阪神高速道路株式会社 

 

医療情報センター 携帯電話(１１９番通報転送用) 

ＮＴＴ 

ＮＴＴ・IP電話・携帯電話 

水間出張所 

二色出張所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貝 塚 市 消 防 団 

 第 １ 分 団 

第 ２ 分 団 

第 ３ 分 団 

第 ４ 分 団 

第 ５ 分 団 

第 ６ 分 団 

第 ７ 分 団 

第 ８ 分 団 

第 ９ 分 団 

各医療機関 

大阪府泉州救命救急センター 

  （ドクターカー） 

 救命士特定行為 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪現 場 活 動       ≫ 

 有線電話 

 直通電話 

 携帯電話 

 デジタル無線、・AVM装置 

 

位置情報通知システム 

（統合型） 

メール１１９ 

聴言障がい者ファックス 

気

象

観

測

装

置 

 貝 塚 市 消 防 本 部   通 信 指 令 室 

 

大阪府ドクターヘリ 
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８ 無線電話配置状況 

 
呼  出  名  称 

 

 
種     別 

 
設  置  場  所 

 
出 力 
（Ｗ） 

 
備  考 

かいしょうほんぶ(デジタル) 基  地  局 消  防  本  部 １０ 活動波１ 

〃 〃 〃 〃 活動波２ 

〃 〃 〃 〃 主運用波 

〃 〃 〃 〃 統制波1.2.3 

かいしょうきゅうきゅう １ 移動局デュアル機（車載） 本署救急車 ５ １＋１２波 

      〃     ３ 〃 水間救急車 〃 〃 

            〃        ４ 〃 二色救急車 〃 〃 

            〃       ５ 〃 非常用救急車 〃 〃 

かいしょう   １ 〃 本署タンク車 〃 〃 

          〃         ２ 〃 本署化学車 〃 〃 

       〃     ３ 〃 本署ポンプ車 〃 〃 

          〃      ４ 〃 水間ポンプ車 〃 〃 

          〃       ５ 〃 二色ポンプ車 〃 〃 

          〃      ６ 〃 救助工作車 〃 〃 

          〃     ７ 〃 ２５m梯子車 〃 〃 

          〃       ９ 〃 防災活動車 〃 〃 

          〃    １０ 〃 軽トラック 〃 〃 

          〃    １２ 〃 査察車 〃 〃 

          〃    １３ 〃 資材搬送車 〃 〃 

          〃    １４ 〃 マイクロバス 〃 〃 

          〃    １５ 〃 広報車 〃 〃 

          〃    １６ 〃 ミニバン車 〃 〃 

          〃    ２０１ 移動局デジタル（携帯） 防災活動車（指揮隊用） ２ １２ 波 

          〃   ２０２ 〃 本署化学車積載 〃 〃 

          〃   ２０３ 〃 本署ポンプ車積載 〃 〃 

          〃   ２０４ 〃 水間ポンプ車積載 〃 〃 

          〃   ２０５ 〃 二色ポンプ車積載 〃 〃 

          〃   ２０６ 〃 救助工作車積載 〃 〃 

          〃   ２０７ 〃 ２５ｍ梯子車積載 〃 〃 

          〃   ２０８ 〃 予備機 〃 〃 

          〃   ２０９ 〃 予備機 〃 〃 

          〃   ２１０ 〃 本署タンク車積載 〃 〃 

          〃   ２１１ 〃 本署救急車積載 〃 〃 

     〃   ２１２ 〃 予備機 〃 〃 

          〃   ２１３ 〃 水間救急車積載 〃 〃 

     〃   ２１４ 〃 二色救急車積載 〃 〃 

          〃   しき１ 移動局デジタル（可搬） 本署（指揮隊使用） ５ 〃 

          〃   しき２ 〃 〃 〃 〃 

   〃 ５０１～５３０ 移動局アナログ（携帯） 署活動系（各隊員使用） １ ４ 波 

    〃  ９１～９６ 〃 署活動系  （予備機） 〃 ３ 波 

 

 

（注） 消防救急無線  １２波（デジタル）＝（活動波１・活動波２・主運用波１～７・統制波１～３） 

             １波（アナログ）＝（防災相互波） 

    署活動系     ３波（アナログ）＝（指揮波・隊長波・隊員波） 

             ４波（アナログ）＝（指揮波・隊長波・隊員波・防災波） 
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９ 有線電話架設状況 

            署所別回線数 

 

種   別 

消 防 署 水 間 出 張 所 二 色 出 張 所 消 防 団 

１ １ ９ 番 回 線 （ 緊 急 Ｉ Ｎ Ｓ ） ４    

加 入 電 話 ８ １ １ ９ 

西 日 本 高 速 道 路 ㈱ 専 用 １    

阪 神 高 速 道 路 ㈱ 専 用 １    

消 防 指 令 台 専 用 １    

消 防 専 用 電 話 １ １ １  

携 帯 電 話 （ 救 急 専 用 ） １ １ １  

通 信 衛 星 回 線 ２    

Ｆ Ａ Ｘ 回 線 ３ １ １  

携 帯 電 話 １ １ ９ 番 専 用 回 線 ４    

携 帯 電 話 １ １ ９ 番 転 送 回 線 ２    

メ ー ル １ １ ９ 番 回 線 １    

順 次 指 令 回 線 ２    

市 民 災 害 案 内 回 線 ２    

 

１０ 無線電話設置状況 

デジタル波 周 波 数 アナログ波 周 波 数 

活動波１ ２７０ＭＨｚ帯 署活動系 ４００ＭＨｚ帯 

活動波２ 〃  

主運用波 〃 

統制波１・２・３ 〃 

  

基  地  局 移動局（車載） 移動局（携帯） 移動局（可搬） 無線受令機 

１ １８ ５０ ２ １２ 

 

１１ 防災無線設置状況 

 防 災 相 互 通 信 用 無 線 市 町 村 防 災 行 政 無 線 大 阪 府 防 災 行 政 無 線 

呼 出 名 称 かいづかぼうさいきょう１１９ ぼ う さ い か い づ か 6 4 防 災 貝 塚 消 防 

周 波 数 
１５８．３５ＭＨｚ ４６６．６６２５ＭＨｚ 

４６６．７７５０ＭＨｚ 

４００ＭＨｚ帯 

ＭＣＡ無線 

基 地 局 １ ――――― ――――― 

固 定 局 ――――― ――――― １ 

移 動 局 ――――― １ ――――― 

携 帯 移 動 局 １ ――――― ――――― 

 



 

 

救 急・救 助 



H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
4,642 4,805 4,782 4,763 4,887 4,850 4,853 4,988 5,030 5,088

　 事故種別

 
年

合
 
 
 
計

火

災

自

然

災

害

水

難

事

故

交

通

事

故

労
働
災
害
事
故

運
動
競
技
事
故

一

般

負

傷

加

害

自

損

行

為

急

病

転

院

搬

送

そ

の

他

平成30年 5,030 22 14 1 463 54 19 724 33 43 3,349 278 30

令和元年 5,088 34 0 4 459 60 24 775 29 37 3,343 300 23

比　　較 +58 +12 -14 +3 -4 +6 +5 +51 -4 -6 -6 +22 -7

A B C D E
3,343 775 459 300 211

-66

２　過去10年の救急出場件数の推移 

管 外 搬 送 人 員 2,952

      注：転院とはＡの医療機関に収容されている者を医療機関の要請によりＢの医療機関に搬送したことを言う。

３  事故種別救急出場状況

+58
+134
-64

+200

5,088
4,788

2,886

5,030出 場 件 数

345
4,654搬 送 人 員

不 搬 送 件 数

１　平成30･令和元年救急出場件数、救急搬送人員比較表

　　　　　　　　年別
区別

平成３０年 令和元年 比較

４　事故種別救急出場構成比

管 内 搬 送 人 員
409

1,702 1,902

Ａ：急 病 3,343件 65.7％
Ｂ：一般負傷 775件 15.2％
Ｃ：交通事故 459件 9.0％
Ｄ：転院搬送 300件 5.9％
Ｅ：そ の 他 211件 4.2％
合 計 5,088件 100.0％

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

系列1 4,642 4,805 4,782 4,763 4,887 4,850 4,853 4,988 5,030 5,088

3,800

4,000

4,200

4,400

4,600

4,800

5,000

5,200

A

B

C

D
E
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　 事故種別

 年

合

計

火

災

自

然

災

害

水

難

事

故

交

通

事

故

労
働
災
害
事
故

運
動
競
技
事
故

一

般

負

傷

加

害

自

損

行

為

急

病

転

院

搬

送

そ

の

他

平成30年 4,654 3 13 1 430 54 18 689 28 33 3,108 276 1
令和元年 4,788 3 0 2 472 59 24 741 29 27 3,132 299 0
比　　較 +134 0 -13 +1 +42 +5 +6 +52 +1 -6 +24 +23 -1

A B C D E
3,132 741 472 59 384

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
489 368 369 354 383 349 456 467 365 408 350 430

日 月 火 水 木 金 土
738 733 727 627 675 636 652

８　曜日別救急搬送人員状況

７　月別救急搬送人員状況

６　事故種別救急搬送人員構成比

５　事故種別救急搬送人員状況

Ａ：急 病 3,132人 65.4％
Ｂ：一 般 負 傷 741人 15.5％
Ｃ：交 通 事 故 472人 9.9％
Ｄ：労働災害事故 59人 1.2％
Ｅ：そ の 他 384人 8.0％
合 計 4,788人 100.0％

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

系列1 489 368 369 354 383 349 456 467 365 408 350 430

0

100

200

300

400

500

600

日 月 火 水 木 金 土

系列1 738 733 727 627 675 636 652

0

100

200

300

400

500

600

700

800

A

B

C

D
E

 　 - 31 -



９ 時間別救急出場件数状況 

 

   時 

   間 

   別 

 

区 

分 

０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 

計 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 

合 計 130 112 91 67 104 112 145 194 283 309 290 292 252 260 230 283 268 282 302 214 266 225 202 175 5,088 

  

 

１０ 事故種別及び年齢別救急搬送人員状況 

               新生児（生後28日以内の者）・乳幼児（生後29日以上、満７歳未満の者） 

               少 年（満７歳以上、満18歳未満の者）・成人（満18歳以上、65歳未満の者） 

               高齢者（満65歳以上の者） 

 

    事故種別 

区 分 
火災 

自然 

災害 

水難 

事故 

交通 

事故 

労働災 

害事故 

運動競 

技事故 

一般 

負傷 
加害 

自損 

行為 
急病 その他 計 

年

齢

区

分 

新 生 児 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 2 

乳 幼 児 0 0 0 12 0 1 59 0 0 197 5 274 

少 年 0 0 1 74 2 17 37 3 1 91 1 227 

成 人 1 0 1 257 47 3 138 22 20 979 106 1,574 

高 齢 者 2 0 0 129 10 3 506 4 6 1,864 187 2,711 

合   計 3 0 2 472 59 24 741 29 27 3,132 299 4,788 

 

‐3
2

‐ 



合

計

火

災

自

然

災

害

水

難

事

故

交

通

事

故

労
働
災
害
事
故

運
動
競
技
事
故

一

般

負

傷

加

害

自

損

行

為

急

病

そ

の

他
113 0 0 1 2 1 0 4 1 4 96 4

473 1 0 0 18 4 0 86 0 1 296 67

1,271 0 0 0 81 21 0 148 1 10 821 189

2,931 2 0 1 371 33 24 503 27 12 1,919 39

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4,788 3 0 2 472 59 24 741 29 27 3,132 299

A B C D E F G
2078 804 635 381 279 279 332 4788

１４　医療機関紹介件数 １５　高速自動車道における救急出場件数

阪 神 高 速 3

5

78

60

31

合　　　　計 1,309

産 婦 人 科

そ の 他

32耳 鼻 咽 喉 科

１２　科目別救急搬送人員構成比

搬送人員数

1

425

13

医療機関数搬送人員数

１１　事故種別傷病程度別救急搬送人員状況
　　事故種別

程度

死　亡

重　症

中等症

軽　症

80

2

ド ク タ ー ヘ リ

19 1泉 佐 野 市

医療機関数 搬送地域

岸 和 田 市 2,028

　　件数　（件）

12

3

その他

合  計

1,902

搬送地域
１３　救急搬送地域別状況

1貝 塚 市

3

大 阪 市

富 田 林 市

2

羽 曳 野 市

藤 井 寺 市

20

3
8

大 阪 狭 山 市

和 泉 市 120

151 1吹 田 市

泉 大 津 市

熊 取 町

1

2

57

1

1

18 9

9

2

5

1 1

内 科

整 形 外 科

眼 科

147

和 歌 山 県

　　　項　　目

外 科

小 児 科

1

脳 外 科

高 石 市

診療科目

4

大 東 市

泉州救命ドクターカー

堺 市

阪 南 市

9

泉 南 市

18

2

151

500

4,788

305

合 計

合　　　計

18阪 和 自 動 車 道

1 1

河 内 長 野 市 4 1

4

1

Ａ：内 科 2,078人 43.4％
Ｂ：整形外科 804人 16.8％
Ｃ：脳 外 科 635人 13.3％
Ｄ：外 科 381人 8.0％
Ｅ：循環器科 279人 5.8％
Ｆ：小 児 科 279人 5.8％
Ｇ：そ の 他 332人 6.9％

合 計 4,788人 100.0％

A

B

C

D

E

F
G

64
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１６ 救助出動状況  

   種別 

 

区分 

火災 
交通 

事故 

水難 

事故 

風水害

等自然

事故 

機械に 

よる 

事故 

建物等 

による 

事故 

ガス及

び酸欠 

事故 

破裂 

事故 

その他 

の事故 
計 

出動件数 0 12 3 0 1 25 1 0 33 75 

出動人員 0 114 37 0 3 138 13 0 236 541 

活動件数 0 9 2 0 0 22 1 0 24 58 

活動人員 0 105 34 0 0 129 13 0 209 490 

救助人員 0 9 2 0 0 24 1 0 19 55 

 

 

 

１７ 年次別救助出動状況 

   種別 

 

区分 

火災 
交通 

事故 

水難 

事故 

風水害

等自然

事故 

機械に 

よる 

事故 

建物等 

による 

事故 

ガス及

び酸欠 

事故 

破裂 

事故 

その他 

の事故 
計 

平成２６年 0 18 2 0 1 2 0 0 23 46 

平成２７年 1 16 5 0 1 3 1 0 40 67 

平成２８年 0 22 5 0 1 2 1 0 22 53 

平成２９年 1 15 4 0 0 3 0 0 33 56 

平成３０年 0 12 4 0 1 5 1 0 49 72 

令 和 元 年 0 12 3 0 1 25 1 0 33 75 

 

 



 

 

消 防 団 
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消防団の沿革 

明治２２年 ４月 貝塚町消防組発足（町制施行により） 

明治２３年 島村消防組発足 

大正 元年 麻生郷村・木島村消防組発足 

大正 ７年 西葛城村消防組発足 

大正１２年 南近義村消防組発足・北近義村消防組発足 

昭和 ６年 ４月 貝塚町・麻生郷村・島村・南近義村・北近義村が合併、貝塚町となる 

昭和 ７年 ７月 大阪府令第４９号により、新たに貝塚町消防組を次の通り編成 

  第１部  ２５人   第４部  ２５人 

  第２部  ２５人   第５部  ２５人            

 第３部  ２５人              

昭和１０年 ４月 木島村編入に伴い２部増設７部となる 

昭和１２年 １部増設し８部となる １部１５人とし、計１２０人とした 

昭和１４年 貝塚町消防組に西葛城村消防組編入 

昭和１４年 ４月 警防団令発令により貝塚町消防組廃止、貝塚警防団を次の通り結成 

  第１分団  北校区       第２分団  東校区 

  第３分団  南校区       第４分団  西校区 

  第５分団  木島校区      第６分団  葛城・蕎原校区 

昭和２２年 ４月 勅令第１８５号により貝塚警防団を廃止し貝塚市消防団発足 

  （６個分団８個班を編成、定数２１５人） 

昭和２２年 ９月 貝塚市消防団設置条例制定 

  消防団員定数３６２人 

昭和２３年 ３月 第２分団の手曳ガソリン班を第７分団（麻生中）、第５分団の手曳ガソリン班を 

 

昭和２７年 ７月 

第８分団（三ツ松）として分設 

第９分団（津田）増設 

昭和３０年 ３月 大阪府知事より表彰旗を受章 

昭和３２年 ２月 日本消防協会長より表彰旗を受章 

昭和３３年 ３月 国家消防本部長より竿頭綬を受章 

昭和３８年１０月 第７回大阪府消防操法訓練大会ポンプ車操法の部で第６分団優勝 

昭和３９年 ３月 消防庁長官より表彰旗を受章 

昭和５４年１０月 第２３回大阪府消防操法訓練大会ポンプ車操法の部で第５分団第３位 

昭和５６年 ３月 消防団員定数を２５０人に条例改正 

昭和５８年 ２月 日本消防協会長より竿頭綬を受章 

平成 ２年 ９月 第３４回大阪府消防操法訓練大会小型ポンプ操法の部で第３分団第２位 

平成 ３年 ３月 大阪府消防協会長より表彰旗を受章 

平成 ５年 ３月 大阪府知事より表彰旗を受章 

平成 ７年 ３月 大阪府消防協会長より竿頭綬を受章 

平成 ８年 ２月 日本消防協会長より竿頭綬を受章 

平成１４年 ２月 

平成１６年 ９月 

平成２１年 ７月 

日本消防協会長より表彰旗を受章 

第４８回大阪府消防操法訓練大会小型ポンプ操法の部で第８分団第３位 

「大阪の消防大賞」受賞 
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平成２５年 ２月 日本消防協会長より竿頭綬を受章 

平成２８年 ３月 消防庁長官より竿頭綬を受章 

平成２８年 ７月 「大阪の消防大賞」受賞 
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１  消防団主要行事 

行           事 主     催 場      所 

消  防  出  初  式 貝 塚 市 コスモスシアター前庭 

文 化 財 防 火 デ ー に 伴 う 消 防 訓 練 貝 塚 市 考 恩 寺 

地 域 防 災 訓 練 貝 塚 市 市 内 各 地 

大 阪 府 消 防 表 彰 式 大阪府・大阪府消防協会 大阪市 エルおおさか 

岸和田市・貝塚市山間部合同消防訓練 岸 和 田 市 和 泉 葛 城 山 山 頂 

貝 塚 市 新 任 団 員 講 習 会 貝 塚 市 消 防 団 消 防 本 部 

貝 塚 市 幹 部 団 員 教 育 訓 練 貝 塚 市 消 防 団 消 防 本 部 

消 防 団 員 教 育 訓 練 「 基 礎 教 育 」 大 阪 府 消 防 協 会 大 阪 府 立 消 防 学 校 

消 防 団 員 教 育 訓 練 「 幹 部 科 」 大 阪 府 消 防 協 会 大 阪 府 立 消 防 学 校 

消防団員特別教育訓練「機関科」 大 阪 府 消 防 協 会 大 阪 府 立 消 防 学 校 

大阪府消防協会泉南地区支部総合訓練 大阪府消防協会泉南地区支部 泉 南 市 

大阪府消防大会及び消防操法訓練大会 大阪府・大阪府消防協会 大 阪 府 立 消 防 学 校 

防災・安全フィールドワークキャラバン in 泉南 大阪府消防協会泉南地区支部 泉 南 市 

消 防 署 ・ 消 防 団 合 同 消 防 訓 練 貝 塚 市 せんごくの杜防災広場 

歳 末 火 災 特 別 警 戒 貝 塚 市 市 内 全 域 

 

 

２  消防団員階級別定員と実員配置           （令和元年１２月３１日現在）                           
  階級別
人員 

団 長 副団長 分団長 副分団長 部 長 班 長 団 員 計 

消防団本部 １ ４        ５ 

第 1 分 団   １ １ １  ３ １８ ２４ 

第 ２ 分 団   １ １ １  ３ １８ ２４ 

第 ３ 分 団   １ １ １  ３ ２０ ２６ 

第 ４ 分 団   １ １ １  ３ １６ ２２ 

第 ５ 分 団   １ １ １  ３ １８ ２４ 

第 ６ 分 団   １ １ １  ５ ２６ ３４ 

第 ７ 分 団   １ １ １  ３ １７ ２３ 

第 ８ 分 団   １ １ １  ３ ２０ ２６ 

第 ９ 分 団   １ １ １  ３ １４ ２０ 

計 １ ４ ９ ９ ９ ２９ １６７ ２２８ 

定員 １ ４ ９ ９ １０ ３０ １８７ ２５０ 
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３ 消防団員の勤続年数                   （令和元年１２月３１日現在） 

   年 数 
分団名 

５年 
未満 

5年以上 
10年未満 

10年以上 
15年未満 

15年以上 
20年未満 

20年以上 
25年未満 

25年以上 
30年未満 

30年 
以上 

平均 

消防団本部      １ ５ ３４.８ 

第１分団 ２ ３ ４ ７ １ １ ６ １８.６ 

第２分団 ９ ３ ５ ３ ３ １  １０.３ 

第３分団 ８ ３ ２ ６ ３ ４  １２.８ 

第４分団 ２ ９ ４ ５ ２   １１.４ 

第５分団 ９ ４ ５ ５ １   ８.８ 

第６分団 ６ ６ １２ ７ ３   １１.２ 

第７分団 ２ ５ ６ ２ ３ ５  １５.２ 

第８分団 ６ ６ ４ ７ １ ２  １１.７ 

第９分団 ４ ３ ３ ４ ４ １ １ １４.４ 

計 ４８ ４２ ４５ ４６ ２１ １５ １２ １３.１ 

 

 

 

 

４ 消防団員の年齢状況                 （令和元年１２月３１日現在） 

 

 

 

 

 

    年 齢 
分団名 

18 歳～ 
 20 歳 

21 歳～ 
  30 歳 

31 歳～ 
  40 歳 

41 歳～ 
  50 歳 

51 歳～ 
  60 歳 

61 歳 
  以上 

平均 

消防団本部     ２ ３ ６４.６ 

第１分団  １ ３ ６ １０ ４ ５１.４ 

第２分団 ２ ８  １３  １ ３７.０ 

第３分団  ２ ９ ９ ６  ４２.４ 

第４分団  ３ ８ １１   ３９.８ 

第５分団   １２ ８ ４  ４１.９ 

第６分団   １０ ２２ ２  ４２.４ 

第７分団  ２ ７ ８ ６  ４３.１ 

第８分団   ７ １５ ３ １ ４５.１ 

第９分団  １ ４ ８ ４ ３ ４７.５ 

計 ２ １７ ６０ １００ ３７ １２ ４３.８ 
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５ 消防団機械器具配置状況 

分 団 名 
車 両 番 号 

型  式  名 
車  名 年 式 型式及びポンプ性能 

第１分団 
和 泉 802 た 1000 
Ｐ ３ ８ ３ 型 

日    野 
ラビットポンプ 

Ｈ２４ 
Ｈ２４ 

 ＣＤ－１ 
 Ｃ－１級 

第２分団 
和 泉 800 ね 2000 
Ｐ ３ ８ ２ 型 

ミ ツ ビ シ 
ラビットポンプ 

Ｈ１９ 
Ｈ１９ 

 ＣＤ－１ 
 Ｃ－１級 

第３分団 
和 泉 800 と 3000 
Ｖ ２ ０ Ｅ 型 

ミ ツ ビ シ 
トーハツポンプ 

Ｈ１８ 
Ｈ１８ 

 ＣＤ－１ 
 Ｃ－１級 

第４分団 
和 泉 830 す 4000 
Ｐ ３ ８ ３ 型 

日    野 
ラビットポンプ 

Ｈ２５ 
Ｈ２５ 

 ＣＤ－１ 
 Ｃ－１級 

第５分団 
和 泉 800 に 5000 
Ｐ ３ ８ ２ 型 

日   野 
ラビットポンプ 

Ｈ２１ 
Ｈ２１ 

 ＣＤ－１ 
 Ｃ－１級 

第６分団 
和 泉 830 と 6000 
Ｐ ３ ８ ２ 型 

ミ ツ ビ シ 
ラビットポンプ 

Ｈ１９ 
Ｈ１９ 

 ＣＤ－１ 
 Ｃ－１級 

第７分団 
 和泉 800 の 7000 
Ｐ ３ ８ ３ 型 

日   野 
ラビットポンプ 

Ｈ２３ 
Ｈ２３ 

 ＣＤ－１ 
 Ｃ－１級 

第８分団 
 和泉 802 と 8000 

Ｎ ０ ４ Ｃ 型 
日 野 

ラビットポンプ 
Ｈ２９ 
Ｈ２９ 

 ＣＤ－１ 
 Ｃ－１級 

第９分団 
和泉 831 ぬ 119 
Ｖ ２ ０ Ｅ 型 

ミ ツ ビ シ 
トーハツポンプ 

Ｈ１５ 
Ｈ１５ 

 ＣＤ－１ 
 Ｃ－１級 

 

 

 

６ 消防団員報酬及び費用弁償 

区 分 報 酬 年 額 

団 長   １０６，０００円 

副 団 長    ７４，０００円 

分 団 長    ５９，０００円 

副 分 団 長 ４３，０００円 

部 長    ３８，０００円 

班 長    ３３，０００円 

団 員    ２８，０００円 

災害・訓練・ 

警 戒 等 出 動 

 １回につき 

      ２，７００円 

      

 

 

７ 消防団員出動状況 

種      別 延 人 員 

火災・その他災害出動 ３１０人 

歳末火災特別警戒出動 ４５６人 

訓練参加（定例・その他） ２，４２０人 

計 ３，１８６人 
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８ 表彰 

消 防 庁 長 官 表 彰 永 年 勤 続 功 労 章      １ 

日 本 消 防 協 会 長 表 彰 勤 続 章      ２ 

大 阪 府 知 事 表 彰 

消 防 勤 続 功 労 章      １ 

消 防 功 労 章     ５ 

銀 杯  ４ 

大 阪 府 消 防 協 会 長 表 彰 

功 績 賞      １ 

永 年 勤 続 章      ２ 

勤 続 章      ７ 

勤 功 章      ５ 

精 勤 章      ５ 

木 杯  ４ 

大阪府消防協会泉南地区支部長表彰 消 防 功 労 者 表 彰     １９ 

貝 塚 市 消 防 団 長 表 彰 

団 長 記 章  ４ 

精 勤 章 １９ 

感 謝 状  ５ 

 

 

 


